
 

 

スが始まります。離職者が

ハローワークで求職の申込

みをするには、事業所から

離職票が届くまで１週間か

ら 10 日ほど待つ必要があ

りましたが、新サービスを

使えばその期間が短縮され

ます。事業所は離職者に離

職票を送る手間が省けま

す。 

◆離職票が送付されるまで

の流れ 

現在、事業所が資格喪失届

と離職証明書をハローワー

クに提出すると、離職証明

書は３枚複写になってお

り、ハローワークはそのう

ち事業主控と離職票を事業

所に郵送または電子送付し

ます。事業所はその離職票

を離職者に郵送します。

2025 年１月 20 日から一定

の条件を満たした場合は、

事業所が資格喪失届と離職

証明書をハローワークに電

子申請すると、ハローワー

クは離職証明書の事業主控

を事業所に電子送付し、離

職票を離職者のマイナポー

タルに直接送付します。 

 

◆離職票のマイナポータル

直接送付のために事業所が

やるべきこと 

(1) 被保険者の方に被保険

者向けリーフレットを使っ

て周知しましょう。このサ

ービスが被保険者の任意で

あることに留意する必要が

あります。 

(2) 被保険者本人のマイナ

ポータルで、マイナンバー

がハローワークに登録され

ているか確認してもらいま

す。登録されていない場合

は、事業所が「個人番号登

録・変更届」をハローワーク

に提出し、マイナンバーを

登録してください。 

(3) 被保険者のマイナンバ

ー登録が済んでいる場合

は、被保険者本人にマイナ

ポータル上で「雇用保険

WEB サービス」との連携設

定を行ってもらいます。

(2)(3)は資格喪失届提出の

２週間前までに行ってくだ

さい。 

(4) 雇用保険の離職手続を

電子申請で行ってくださ

い。電子申請ではなく紙様

式でハローワークに届け出

た場合は、離職票は従来ど

おり事業所経由となりま

す。 

 

68～77 歳の就業状況に関

する調査結果 
～厚生労働省「中高年縦断調

査」）結果から 

◆就業状況の変化 

 就業状況の変化をみると、

「正規の職員・従業員」は、

第１回調査（50～59 歳）では

38.7％でしたが、第 19回調査

（68～77 歳）は 2.4％と減少

しています。また、「パート・

アルバイト」は、第１回は

17.0％で第 19 回は 13.2％、

「自営業主、家族従業者」は、

第１回は 15.2％で第 19 回は

11.5％と減少傾向となってい

ます。 

なお、仕事をしていない人

の割合は、第１回は 18.1％で

したが、第 19回は 64.1％で、

年齢を追うごとに高くなって

います。 

 

◆仕事をしている理由 

仕事をしている人の仕事を

している理由を比較可能な第

６回（55～64歳）と比較する

と、第６回では「現在の生活

費のため」が男性 86.6％、女

性 60.6％と最も高く、次い

で、男性は「将来の生活資金

のため」40.4％、女性は「現

在の生活費を補うため」

39.5％と高くなっています。

一方、第 19回では「健康を維

持するため」が男性 53.8％、

女性 55.8％と最も高く、次い

で、男性は「現在の生活費の

ため」52.4％、女性は「社会

とのつながりを維持したいか

ら」43.4％となっています。 

 

約１ポイント増の 86.4％で

した。 

発注企業からの申し入れ

は浸透しつつあるものの、

受注企業の意に反して「交

渉が行われなかった」割合

が約 1.5割あり、引き続

き、労務費指針の徹底等に

よる価格交渉・転嫁への機

運醸成が必要です。 

◆価格転嫁の状況 

 コスト全体の価格転嫁率

は 49.7％で、今年３月より

約３ポイント増加していま

す。「全額価格転嫁でき

た」割合は、前回から約３

ポイント増の 25.5％、「一

部でも価格転嫁できた」割

合も前回から約３ポイント

増の 79.9％と、増加しまし

た。 

価格転嫁の状況は改善し

てはいますが、「転嫁でき

た企業」と「できない企

業」で二極化がみられ、転

嫁対策の徹底が重要です。 

◆価格転嫁に関する発注側

企業による説明 

今回調査では、価格転嫁

に関する発注側企業による

説明を初めて調査しまし

た。価格交渉が行われたも

のの、コスト上昇分の全額

の価格転嫁には至らなかっ

た企業（全体の 37.8％）の

うち、発注側企業から価格

転嫁について、「納得でき

る説明があった」と回答し

た企業は約６割ありまし

た。一方で、「発注側企業

から説明はあったものの、

納得できるものではなかっ

た」または「発注側企業か

らの説明はなかった」とす

る回答が約４割となってい

ます。 

発注側企業に対し、価格

交渉の場の設定のみなら

ず、価格に関する受注側企

業への十分な説明も求めて

いく必要があります。 

 

1 月 20 日から、希望する離

職者のマイナポータルに離

職票を直接送付するサービ

スが始まります 

◆離職票が使われる場面 

離職票とは、雇用保険の被

保険者が離職後に求職者給

付（基本手当等）を受給す

るために必要な書類です。

離職票は現在、ハローワー

クから事業所を通して離職

者に送られていますが、

2025 年１月 20 日から、希

望する離職者のマイナポー

タルに直接送付するサービ

価格交渉促進月間（2024

年９月）のフォローアップ調

査結果～中小企業庁 

 

原材料費やエネルギー価

格、労務費などが上昇する

中、多くの中小企業が価格

交渉・価格転嫁できる環境

を整備するため、中小企業

庁では 2021年９月より、毎

年３月と９月を「価格交渉

促進月間」と設定し、受注

企業が発注企業にどの程度

価格交渉・価格転嫁できた

かを把握するための調査を

実施しています。 

11月 29日に公表された

2024年９月のフォローアッ

プ調査の結果では、価格転

嫁に関する発注側企業によ

る説明状況や、サプライチ

ェーンの各段階における価

格転嫁の状況、官公需にお

ける価格交渉・価格転嫁の

状況についても初めて調査

が行われました。 

◆価格交渉の状況 

直近６か月間における価

格交渉の状況は、「発注側

企業から申し入れがあり、

価格交渉が行われた」割合

は、前回から約２ポイント

増の 28.3％、「価格交渉が

行われた」割合も前回から
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